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(57)【要約】
【課題】ガラスクロスを複合化させることにより熱膨張
係数が低いだけでなく、ガラスクロスの繊維形状を反映
した凹凸が表面に生じ難い透明複合シートを得る。
【解決手段】本発明に係る透明複合シート１は、対向す
る第１，第２の面１ａ，１ｂを有する。本発明に係る透
明複合シート１は、透明樹脂硬化物と、該透明樹脂硬化
物中に埋め込まれたガラスクロスとを含有する。本発明
に係る透明複合シート１では、該シート表面のガラスク
ロスの経糸もしくは緯糸の周期と一致した表面凹凸の振
幅が、第１の面１ａで０．５～５μｍであり、第２の面
１ｂで０．４μｍ以下である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対向する第１，第２の面を有する透明複合シートであって、
　透明樹脂硬化物と、該透明樹脂硬化物中に埋め込まれたガラスクロスとを含有し、
　シート表面のガラスクロスの経糸もしくは緯糸の周期と一致した表面凹凸の振幅が、前
記第１の面で０．５～５μｍであり、前記第２の面で０．４μｍ以下である、透明複合シ
ート。
【請求項２】
　請求項１に記載の透明複合シートと、
　前記透明複合シートの前記第１の面に積層された偏光板と、
　前記偏光板を前記透明複合シートに貼り合わせるように前記偏光板と前記透明複合シー
トの前記第１の面との間に設けられた粘着剤層とを備える、積層シート。
【請求項３】
　第１の基板と、該第１の基板にギャップを隔てて対向された第２の基板と、前記第１及
び第２の基板間に配置された液晶層とを備え、
　前記第１及び第２の基板の少なくとも一方が、請求項１に記載の透明複合シートと、該
透明複合シートの前記第１の面に積層された偏光板と、該偏光板を前記透明複合シートに
貼り合わせるように前記透明複合シートの第１の面と前記偏光板との間に設けられた粘着
剤層とを備える積層シートである、液晶表示素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば表示素子用基板などの透明性が要求される用途に用いられる透明複合
シートに関し、より詳細には、透明樹脂硬化物と、該透明樹脂硬化物中に埋め込まれたガ
ラスクロスとを含有する透明複合シート、並びに該透明複合シートを用いた積層シート及
び液晶表示素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子又は有機ＥＬ表示素子等の表示素子用基板、並びに太陽電池用基板等に、
ガラス基板が広く用いられている。ガラス基板は、割れやすく、曲げ性が低く、更に軽量
化できないという問題がある。このため、近年、ガラス基板の代わりに、プラスチック基
板を用いることが検討されている。
【０００３】
　しかしながら、従来のプラスチック基板の熱膨張係数は、ガラスの熱膨張係数に比べて
、１０～２０倍程度大きいことがある。表示素子及び太陽電池では、半導体層又は導電層
が無機材料で構成されていることが多い。従って、熱膨張係数が大きいプラスチック基板
を用いて表示素子又は太陽電池を製造すると、半導体層又は導電層などを形成するための
加熱及び冷却プロセスにおいて、プラスチック基板と上記無機材料層との熱膨張係数の差
により、該無機材料層にクラックが生じることがある。さらに、熱膨張係数が大きいプラ
スチック基板を用いて表示素子を製造すると、製造工程における温度ばらつきによってプ
ラスチック基板の寸法が大きく変化する。そのため、フォトリソグラフプロセスにおける
マスクアライメントが困難になることがある。
【０００４】
　熱膨張係数を低くするために、例えば、下記の特許文献１には、ガラスクロスに樹脂組
成物を塗布し、含浸させ、乾燥することにより得られたプラスチック基板が開示されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－１５１２９１号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載のプラスチック基板では、ガラスクロスに樹脂組成物を含浸させ、乾
燥することにより樹脂組成物を硬化させる際に、樹脂組成物の硬化収縮によって、プラス
チック基板の表面にガラスクロスの繊維形状を反映した凹凸が生じやすい。このため、プ
ラスチック基板を通して視認される透過像に、歪みが生じるという問題がある。
【０００７】
　また、プラスチック基板の表面にガラスクロスの繊維形状を反映した凹凸が生じると、
このプラスチック基板を液晶表示素子用基板として使用した際に、液晶封入層の厚みが不
均一となる。その結果、表示画像にムラを生じて、いわゆるセルギャップムラが生じる。
【０００８】
　本発明の目的は、ガラスクロスを複合化させることにより熱膨張係数を低くすることが
できるだけでなく、ガラスクロスの繊維形状を反映した凹凸を表面に生じ難くすることが
できる透明複合シート、並びに該透明複合シートを用いた積層シート及び液晶表示素子を
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る透明複合シートは、対向する第１，第２の面を有する。本発明に係る透明
複合シートは、透明樹脂硬化物と、該透明樹脂硬化物中に埋め込まれたガラスクロスとを
含有し、シート表面のガラスクロスの経糸もしくは緯糸の周期と一致した表面凹凸の振幅
が、上記第１の面で０．５～５μｍであり、上記第２の面で０．４μｍ以下である。
【００１０】
　本発明のある特定の局面で提供される積層シートは、本発明の透明複合シートと、該透
明複合シートの上記第１の面に積層された偏光板と、該偏光板を上記透明複合シートに貼
り合わせるように上記偏光板と上記透明複合シートの上記第１の面との間に配置された粘
着剤層とを備える。
【００１１】
　本発明に係る液晶表示素子は、第１の基板と、該第１の基板にギャップを隔てて対向さ
れた第２の基板と、上記第１及び第２の基板間に配置された液晶層とを備える。上記第１
及び第２の基板の少なくとも一方が、上記透明複合シートと、該透明複合シートの上記第
１の面に積層された偏光板と、該偏光板を上記透明複合シートに貼り合わせるように上記
透明複合シートの第１の面と上記偏光板との間に設けられた粘着剤層とを備える積層シー
トである。
【００１２】
　本発明に係る透明複合シートの製造方法は、硬化後に透明性を有する硬化性透明樹脂が
含浸されているガラスクロスを用意する工程と、金属、ガラス及びセラミックスからなる
群から選択された少なくとも一種の材料を有し、かつ平坦面を有する剛体と、平坦面を有
し、かつ上記剛体よりも柔軟な柔軟体との間に、上記硬化性透明樹脂が含浸されているガ
ラスクロスを挟み込み、加熱及び光線の照射の内の少なくとも一方により上記硬化性透明
樹脂を硬化する工程とを備える。上記柔軟体として、好ましくは、樹脂フィルムが用いら
れる。上記硬化性透明樹脂を硬化する工程において、上記硬化性透明樹脂に光線を照射す
るとともに、該硬化性透明樹脂を加熱することが好ましい。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の透明複合シートでは、透明樹脂硬化物中にガラスクロスが埋め込まれているた
め熱膨張係数を低くし得る。さらに、本発明の透明複合シートでは、ガラスクロスの繊維
形状を反映した表面の凹凸の振幅が第１の面で０．５～５μｍであり、第２の面で０．４
μｍ以下であるため、第２の面において第１の面に対して平坦性が高められている。従来
のガラスクロスが埋め込まれた透明複合シートでは、ガラスクロスの繊維形状を反映して
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、表面の凹凸は、０．５μｍ以上と大きかったのに対し、本発明の透明複合シートでは、
第２の面の平坦性が効果的に高められている。従って、第２の面を例えば液晶表示素子の
液晶層側に位置するように透明複合シートを液晶表示素子の液晶素子用基板として用いた
場合、セルギャップのばらつきを小さくすることができる。
【００１４】
　また、本発明の積層シートのように、ガラスクロスの繊維形状を反映した表面凹凸の振
幅が０．５～５μｍと相対的に大きい第１の面側に、粘着剤層を介して偏光板を貼り合わ
せることにより、粘着剤層で上記表面の凹凸を埋めることができる。従って、透明複合シ
ートを用いた積層シートである基板を通して視認される透過像の歪みを低減することがで
きる。
【００１５】
　よって、液晶を封止する第１及び第２の基板を有する液晶表示素子の第１及び第２の基
板の少なくとも一方に本発明に係る透明複合シートを有する積層シートを用いることによ
り、液晶表示素子の表示品質を高めることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る透明複合シートを模式的に示す部分切欠断面
図である。
【図２】図２は、図１に示す透明複合シートを用いた積層シートを模式的に示す部分切欠
断面図である。
【図３】図３は、図１に示す透明複合シートの使用例を模式的に示す部分切欠断面図であ
る。
【図４】図４は、図１に示す透明複合シートを用いた液晶表示素子を示す部分切欠断面図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００１８】
　本発明者らは、透明樹脂硬化物にガラスクロスが埋め込まれている透明複合シートを用
いた表示素子における透視像の歪みを低減するために、鋭意検討した。その結果、ガラス
クロスに透明樹脂を含浸させて硬化する際に、一方の面を金属又はガラスのような剛体に
接触させ、もう一方の面を樹脂フィルムのような柔軟体に接触させるように挟み込んだ状
態で硬化することにより、剛体に接触されている一方の面において表面の凹凸を効果的に
小さくし得ることを見出した。この凹凸が相対的に小さい面を第２の面とし、第２の面と
は反対側の面を第１の面とする。
【００１９】
　前述した通り、従来のガラスクロスに透明樹脂を含浸させた透明複合シートでは、ガラ
スクロスの繊維形状が反映する凹凸が表面に生じることとなる。これに対して、上記のよ
うに剛体の平坦面に接触されている状態で、透明樹脂を含浸させたガラスクロスの透明樹
脂を硬化した場合、上記第２の面では、剛体の平坦面は、剛体であるため硬化収縮による
応力を受け難い。従って、剛体の平坦面に接触する第２の面は、従来の透明複合シートの
表面よりも平坦となる。
【００２０】
　一方で、第１の面は、剛体よりも柔らかい部材の平坦面に接触しているため、硬化収縮
に際しての応力の影響を受け、第２の面よりも大きな凹凸を有することとなる。しかしな
がら、透明複合シートを例えば表示素子の基板として用いる場合、第２の面の平坦性が高
められれば、第１の面側における凹凸については、粘着剤層の一部を埋め込むことなどに
より、透光性を確保することができる。
【００２１】
　すなわち、本発明の特徴は、対向する第１，第２の面を有する透明複合シートであって
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、該透明複合シートが、透明樹脂硬化物と、該透明樹脂硬化物中に埋め込まれたガラスク
ロスとを含有し、ガラスクロスの繊維形状を反映した表面凹凸の振幅が、第１の面では０
．５～５μｍと相対的に大きいが、第２の面において０．４μｍ以下と非常に小さいこと
にある。そのため、使用する際に、第１の面の凹凸に粘着剤などを積層することにより、
透明複合シートを表示素子の光が透過する基板として用いた場合、透視像の歪みを確実に
軽減することができる。
【００２２】
　以下、本発明に係る透明複合シートを得るのに用いられる各成分の詳細及び透明複合シ
ートの製造方法を説明する。
【００２３】
　（透明樹脂硬化物（Ａ））
　本発明に係る透明複合シート（Ａ）に用いられる透明樹脂硬化物は、透明性を有する樹
脂硬化物であれば特に限定されない。このような透明性を有する硬化物を与える透明樹脂
（ａ）としては、ポリエステル樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリ（メタ）アクリル樹脂、ポ
リスチレン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリアセタール樹脂、ポリフ
ェニレンサルファイド樹脂、（メタ）アクリル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ビ
ニルエステル樹脂、ポリイミド樹脂、メラミン樹脂、及びユリア樹脂等が挙げられる。上
記透明樹脂（ａ）は、１種のみが用いられてもよく、２種以上併用されてもよい。
【００２４】
　本明細書において、上記（メタ）アクリルは、アクリル及びメタクリルを総称しており
、アクリルでもよくメタクリルでもよいことを示す。同様に、（メタ）アクリレートは、
アクリレートでもよく、メタクリレートであってもよいことを示す。（メタ）アクリロイ
ルは、アクリロイルとメタクリロイルとを示す。
【００２５】
　透明樹脂（ａ）は、硬化性透明樹脂である。透明樹脂（ａ）は、硬化前に室温（２５℃
）で液状の硬化性樹脂であることが好ましい。室温（２５℃）で液状であれば、室温にて
ガラスクロスに容易に含浸させることができる。
【００２６】
　上記透明樹脂（ａ）としては、上記の硬化前に室温（２５℃）で液状の硬化性樹脂を得
やすいことから、（メタ）アクリル樹脂、エポキシ樹脂及びアリル樹脂からなる群から選
択された少なくとも一種であることが好ましい。特に、耐熱性及び透明性の双方を高め得
るので、シルセスキオキサン骨格を有する透明樹脂が望ましい。
【００２７】
　硬化前に室温で液状の硬化性樹脂である上記（メタ）アクリル樹脂としては、（メタ）
アクリルオリゴマーが挙げられる。上記（メタ）アクリル樹脂は、加熱及び活性光線の照
射の内の少なくとも一方により架橋し、硬化する。上記（メタ）アクリル樹脂の硬化物は
、可視光線に対して、高い透過性を有する。上記（メタ）アクリル樹脂は、ＴＦＴ素子又
はカラーフィルターを形成できるような耐熱性を高める架橋構造を得るため、２つ以上の
（メタ）アクリロイル基を有することが好ましい。
【００２８】
　上記（メタ）アクリル樹脂は、脂環構造を有する（メタ）アクリレート又はトリアジン
環構造を有する（メタ）アクリレートであることがより好ましい。上記脂環構造を有する
（メタ）アクリレートは、ノルボルナンジメチロールジ（メタ）アクリレート又はジシク
ロペンタジエンジメタノールジ（メタ）アクリレートであることが好ましい。上記トリア
ジン環構造を有する（メタ）アクリレートは、イソシアヌル酸トリス（２－アクリロイル
オキシエチル）又はε－カプロラクトン変性イソシアヌル酸トリス（２－アクリロイルオ
キシエチル）であることが好ましい。これらの好ましい（メタ）アクリレート樹脂の使用
により、透明複合シートの透明性及び耐熱性をより一層高めることができる。
【００２９】
　透明樹脂（ａ）を硬化させる方法としては、加熱する方法、活性光線を照射する方法、
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並びに加熱と活性エネルギー線の照射との双方を用いる方法が挙げられる。透明樹脂（ａ
）は、加熱及び活性光線の照射の内の少なくとも一方により硬化する樹脂であることが好
ましい。
【００３０】
　透明樹脂（ａ）が（メタ）アクリル樹脂である場合には、活性光線を照射する方法が好
ましい。硬化反応を確実に完結させ、かつ透明複合シートの製造効率を高める観点からは
、透明樹脂（ａ）に活性光線を照射するとともに、該透明樹脂（ａ）を加熱することが好
ましい。すなわち、透明樹脂（ａ）が加熱された状態で、加熱された透明樹脂（ａ）に活
性光線を照射することが好ましい。なお、活性光線のみで硬化させた後、さらに加熱する
ことによっても、硬化反応をより一層確実に完結させることができる。
【００３１】
　透明な樹脂においても重合活性化が容易で、高エネルギーによる速やかな反応が可能で
あり、照射線源としても汎用されておりかつ遮蔽が容易であるので、上記活性光線は、紫
外線であることが好ましい。該紫外線を照射するための光源としては、例えば、メタルハ
ライドランプ及び高圧水銀灯ランプ等が挙げられる。
【００３２】
　透明樹脂（ａ）を活性光線の照射により架橋し、硬化させるために、上記透明樹脂（ａ
）と光重合開始剤とを含有する透明樹脂組成物を用いることが好ましい。以下、透明樹脂
（ａ）と光重合開始剤などの他の成分とを含む組成物を透明樹脂組成物とする。透明樹脂
（ａ）が上記（メタ）アクリル樹脂である場合には、光重合開始剤として、ラジカルを発
生する光重合開始剤が好適に用いられる。
【００３３】
　上記光重合開始剤は特に限定されないが、例えば、ベンゾフェノン、Ｎ，Ｎ’－テトラ
エチル－４，４’－ジアミノベンゾフェノン、４－メトキシ－４’－ジメチルアミノベン
ゾフェノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテ
ル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンジルジメチルケ
タール、α－ヒドロキシイソブチルフェノン、チオキサントン、２－クロロチオキサント
ン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、２－メチル－１－［４－（メチルチ
オ）フェニル］－２－モルホリノプロパン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルアミ
ノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン－１、２－ジメチルアミノ－２－（４
－メチル－ベンジル）－１－（４－モルフォリン－４－イル－フェニル）－ブタン－１－
オン、２，６－ジメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシド、２，４，６－トリメ
チルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシド、ｔ－ブチルアントラキノン、１－クロロ
アントラキノン、２，３－ジクロロアントラキノン、３－クロロ－２－メチルアントラキ
ノン、２－エチルアントラキノン、１，４－ナフトキノン、９，１０－フェナントラキノ
ン、１，２－ベンゾアントラキノン、１，４－ジメチルアントラキノン、２－フェニルア
ントラキノン、２－（ｏ－クロロフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体、
２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、及び４－（ｐ－
メトキシフェニル）－２，６－ジ－（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン等が挙げられ
る。上記光重合開始剤は、１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００３４】
　透明樹脂（ａ）１００重量部に対して、上記光重合開始剤の含有量の好ましい下限は０
．０１重量部、より好ましい下限は０．１重量部、好ましい上限は２重量部、より好まし
い上限は１重量部である。上記光重合開始剤の含有量が多いほど、透明樹脂（ａ）の硬化
が確実にかつ速やかに進行する。特に、上記光重合開始剤の含有量が上記好ましい下限値
より多いと、透明樹脂を充分に硬化させることができる。上記光重合開始剤の含有量が上
記好ましい上限値以上であると、硬化反応が急激に進行し、更に硬化時の割れ及び透明樹
脂硬化物の着色等の問題が生じやすくなる。
【００３５】
　加熱及び活性光線の照射の内の少なくとも一方により、透明樹脂（ａ）を架橋し、硬化
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させた後に、さらに高温で熱処理を行ってもよい。熱処理により、架橋反応をさらに進行
させ、透明複合シートの耐薬品性等を改善し、線膨張係数等の特性を安定にすることがで
きる。上記熱処理の条件は、窒素雰囲気下又は真空状態で、１５０～２５０℃の温度及び
１～２４時間の条件であることが好ましい。
【００３６】
　透明樹脂（ａ）としてエポキシ樹脂を用いてもよい。該エポキシ樹脂としては、例えば
従来公知のエポキシ樹脂を使用できる。エポキシ樹脂は特に限定されない。上記エポキシ
樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型、ビスフェノールＦ型又はビスフェノールＳ
型などのエポキシ樹脂、フェノールノボラック型又はクレゾールノボラック型などのノボ
ラック型エポキシ樹脂、トリグリシジルイソシアヌレート型又はヒダントイン型などの含
窒素環型エポキシ樹脂、脂環式型エポキシ樹脂、脂肪族型エポキシ樹脂、ナフタレン型エ
ポキシ樹脂、グリシジルエーテル型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、ジシクロ
ペンタジエン型などのジシクロ型エポキシ樹脂、エステル型エポキシ樹脂、並びにエーテ
ルエステル型エポキシ樹脂等が挙げられる。これらのエポキシ樹脂の変性物を用いてもよ
い。透明複合シートの変色を防止する観点からは、上記エポキシ樹脂は、ビスフェノール
Ａ型エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂、トリグリシジルイソシアヌレート型エポキシ樹
脂及びジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂からなる群から選択された少なくとも一種で
あることが好ましい。また、耐熱性及び透明性の双方を高め得ることから、シルセスキオ
キサン骨格を有するエポキシ樹脂を用いてもよい。上記エポキシ樹脂は、１種のみが用い
られてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００３７】
　透明樹脂（ａ）を硬化させるために、上記透明樹脂組成物は、硬化剤を含有していても
よい。特に透明樹脂（ａ）がエポキシ樹脂である場合に、上記透明樹脂組成物は、硬化剤
を含有することが好ましい。上記硬化剤としては、特に限定されないが、有機酸化合物、
アミン化合物及び酸無水物化合物などが挙げられる。硬化剤は、１種のみが用いられても
よく、２種以上が併用されてもよい。上記透明樹脂組成物は、光重合開始剤及び硬化剤の
内の少なくとも一種を含有することが好ましい。
【００３８】
　上記有機酸化合物としては、テトラヒドロフタル酸、メチルテトラヒドロフタル酸、ヘ
キサヒドロフタル酸及びメチルヘキサヒドロフタル酸等が挙げられる。上記アミン化合物
としては、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレ
ンテトラミン、メタフェニレンジアミン、ジアミンジフェニルメタン及びジアミノジフェ
ニルスルホン酸等が挙げられる。これらのアミン化合物のアミンアダクトを用いてもよい
。
【００３９】
　また、他の硬化剤としては、例えば、アミド化合物、ヒドラジド化合物、イミダゾール
化合物、イミダゾリン化合物、フェノール化合物、ユリア化合物及びポリスルフィッド化
合物等が挙げられる。
【００４０】
　上記アミド化合物としては、ジシアンジアミド及びポリアミド等が挙げられる。上記ヒ
ドラジド化合物としては、ジヒドラジット等が挙げられる。上記イミダゾール化合物とし
ては、メチルイミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾール、エチルジイミダゾー
ル、イソプロピルイミダゾール、２，４－ジメチルイミダゾール、フェニルイミダゾール
、ウンデシルイミダゾール、ヘプタデシルイミダゾール及び２－フェニル－４－メチルイ
ミダゾール等が挙げられる。上記イミダゾリン化合物としては、メチルイミダゾリン、２
－エチル－４－メチルイミダゾリン、エチルイミダゾリン、イソプロピルイミダゾリン、
２，４－ジメチルイミダゾリン、フェニルイミダゾリン、ウンデシルイミダゾリン、ヘプ
タデシルイミダゾリン及び２－フェニル－４－メチルイミダゾリン等が挙げられる。
【００４１】
　上記硬化剤として、酸無水物化合物も使用できる。該酸無水物化合物の使用により、透
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明複合シートの変色をより一層防止できる。上記酸無水物化合物としては、無水フタル酸
、無水マレイン酸、無水トリメリット酸、無水ピロメリット酸、無水ナジック酸、無水グ
ルタル酸、テトラヒドロフタル酸無水物、メチルテトラヒドロフタル酸無水物、ヘキサヒ
ドロフタル酸無水物、メチルテトラヒドロフタル酸無水物、ヘキサヒドロフタル酸無水物
、メチルヘキサヒドロフタル酸無水物、メチルナジック酸無水物、ドデセニルコハク酸無
水物、ジクロロコハク酸無水物、ベンゾフェノンテトラカルボン酸無水物及びクロレンデ
ィック酸無水物等が挙げられる。
【００４２】
　上記エポキシ樹脂と上記酸無水物化合物とを併用する場合、エポキシ樹脂と硬化剤との
含有量は特に制限されない。エポキシ樹脂のエポキシ基１当量に対して、酸無水物化合物
の酸無水物の当量の好ましい下限は０．５当量、より好ましい下限は０．７当量、好まし
い上限は１．５当量、より好ましい上限は１．２当量である。上記硬化剤の当量が上記好
ましい下限より多いと、透明複合シートの着色を充分に抑制できる。上記硬化剤の当量が
上記好ましい上限より少ないと、透明複合シートの耐湿性が良好になる。
【００４３】
　上記透明樹脂組成物は、硬化促進剤を含有していてもよい。該硬化促進剤は特に限定さ
れない。上記硬化促進剤としては、例えば、第三級アミン、イミダゾール化合物、第四級
アンモニウム塩、第四級ホスホニウム塩、有機金属塩、リン化合物及び尿素化合物等が挙
げられる。上記硬化促進剤は、第三級アミン、イミダゾール化合物及び第四級ホスホニウ
ム塩からなる群から選択された少なくとも一種であることが好ましい。上記硬化促進剤は
、１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００４４】
　上記硬化促進剤の含有量は特に制限されない。透明樹脂（ａ）１００重量部に対して、
上記硬化促進剤の含有量の好ましい下限は０．０５重量部、より好ましい下限は０．２重
量部、好ましい上限は７．０重量部、より好ましい上限は３．０重量部である。上記硬化
促進剤の含有量が上記好ましい下限より多いと、透明樹脂組成物を充分に硬化させること
ができる。上記硬化促進剤の含有量が上記好ましい上限より少ないと、透明複合シートの
着色をより一層抑制できる。
【００４５】
　透明樹脂（ａ）として、シルセスキオキサン骨格を有するチオール基含有化合物である
硬化性樹脂を用いてもよい。
【００４６】
　上記シルセスキオキサン骨格を有するチオール基含有化合物は、下記式（１）で表され
るチオール基含有シラン化合物の加水分解縮合物（以下、加水分解縮合物（ａ１）ともい
う）である。シルセスキオキサン骨格を有するチオール基含有化合物である硬化性樹脂を
使用することにより、透明樹脂硬化物（Ａ）の透明性及び耐熱性をより一層高めることが
できる。
　Ｒ１Ｓｉ（ＯＲ２）３　・・・式（１）
【００４７】
　上記式（１）中、Ｒ１は、チオール基を有しかつ芳香環を有さない炭素数１～８の有機
基、又はチオール基を有しかつ芳香環を有する有機基を表し、Ｒ２は、水素原子、芳香環
を有さない炭素数１～８の有機基、又は芳香環を有する有機基を表す。
【００４８】
　上記Ｒ１としては、具体的には、チオール基を有する炭素数１～８の脂肪族炭化水素基
、チオール基を有する炭素数１～８の脂環式炭化水素基、又はチオール基を有する芳香族
炭化水素基等が挙げられる。上記Ｒ２としては、具体的には、水素原子、炭素数１～８の
脂肪族炭化水素基、炭素数１～８の脂環式炭化水素基、及び芳香族炭化水素基等が挙げら
れる。チオール基を有する場合の「炭化水素基」は、炭素原子と水素原子とだけでなく、
チオール基に由来する硫黄原子も含む基である。複数の上記Ｒ２は同一であってもよく、
異なっていてもよい。
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【００４９】
　上記式（１）で表されるチオール基含有シラン化合物を含有する成分（以下、成分（ａ
１１）ともいう）を加水分解及び縮合させることにより、加水分解縮合物（ａ１）を得る
ことができる。すなわち、加水分解反応及び縮合反応により、加水分解縮合物（ａ１）を
得ることができる。
【００５０】
　上記式（１）で表されるチオール基含有シラン化合物としては、３－メルカプトプロピ
ルトリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリエトキシシラン、３－メルカプトプ
ロピルトリプロポキシシラン、３－メルカプトプロピルトリブトキシシラン、１，４－ジ
メルカプト－２－（トリメトキシシリル）ブタン、１，４－ジメルカプト－２－（トリエ
トキシシリル）ブタン、１，４－ジメルカプト－２－（トリプロポキシシリル）ブタン、
１，４－ジメルカプト－２－（トリブトキシシリル）ブタン、２－メルカプトメチル－３
－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、２－メルカプトメチル－３－メルカプトプロ
ピルトリエトキシシラン、２－メルカプトメチル－３－メルカプトプロピルトリプロポキ
シシラン、２－メルカプトメチル－３－メルカプトプロピルトリブトキシシラン、１，２
－ジメルカプトエチルトリメトキシシラン、１，２－ジメルカプトエチルトリエトキシシ
ラン、１，２－ジメルカプトエチルトリプロポキシシラン、及び１，２－ジメルカプトエ
チルトリブトキシシラン等が挙げられる。なかでも、加水分解反応の反応性が高く、かつ
入手が容易であるため、３－メルカプトプロピルトリメトキシシランが好ましい。上記式
（１）で表されるチオール基含有シラン化合物は、１種のみが用いられてもよく、２種以
上が併用されてもよい。
【００５１】
　加水分解縮合物（ａ１）を得る際に、上記式（１）で表されるチオール基含有シラン化
合物は、１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。さらに、加水分解
縮合物（ａ１）を得る際に、上記チオール基含有シラン化合物以外の架橋性化合物を用い
てもよい。加水分解縮合物（ａ１）には、上記チオール基含有シラン化合物のみを用いた
ものだけでなく、上記チオール基含有シラン化合物と、該チオール基含有シラン化合物以
外の架橋性化合物とを用いたものも含まれる。上記成分（ａ１１）には、上記式（１）で
表されるチオール基含有シラン化合物と、必要に応じて用いられる上記架橋性化合物とが
含まれる。
【００５２】
　透明樹脂（ａ）は、加水分解縮合物（ａ１）に加えて、エポキシ基を有する化合物（以
下、エポキシ化合物（ａ２）ともいう）及びイソシアネート基を有する化合物（以下、イ
ソシアネート化合物（ａ３）ともいう）の内の少なくとも一種をさらに含むことが好まし
い。この場合には、加熱により透明樹脂（ａ）を効率的に架橋させ、硬化させることがで
きる。
【００５３】
　エポキシ化合物（ａ２）としては、特に限定されないが、例えばフェノールノボラック
型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、水添ビスフェ
ノールＡ型エポキシ樹脂、水添ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、スチルベン型エポキシ
樹脂、トリアジン骨格含有エポキシ樹脂、フルオレン骨格含有エポキシ樹脂、線状脂肪族
エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂、トリフェノール
フェノールメタン型エポキシ樹脂、アルキル変性トリフェノールメタン型エポキシ樹脂、
ビフェニル型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン骨格含有エポキシ樹脂、ナフタレン骨
格含有エポキシ樹脂及びアリールアルキレン型エポキシ樹脂等が挙げられる。エポキシ化
合物（ａ２）は、１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００５４】
　エポキシ化合物（ａ２）は、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（三菱化学社製の商品名
「エピコート８２８」など）、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂（三菱化学社製の商品名
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「エピコート８０７」など）、水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（東都化成社製の商
品名「サントートＳＴ－３０００」など）、又は脂環式エポキシ樹脂（ダイセル化学工業
社製の商品名「セロキサイド２０２１」など）であることが好ましい。これらの好ましい
エポキシ化合物（ａ２）の使用により、透明樹脂硬化物（Ａ）の透明性及び耐熱性をより
一層高めることができる。
【００５５】
　上記エポキシ化合物（ａ２）の分子量は高い方が好ましい。高分子量のエポキシ化合物
（ａ２）の使用により、透明樹脂硬化物（Ａ）の可撓性が高くなる。高分子量のエポキシ
化合物（ａ２）としては、エポキシ当量が２０００ｇ／当量以上のエポキシ樹脂（三菱化
学社製の商品名「エピコート１０１０」及び「エピコート４００７Ｐ」など）、エポキシ
変性シリコーン樹脂（信越化学工業社製の商品名「Ｘ－２２－１６３Ａ」など）、並びに
ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル等が挙げられる。なかでも、ポリエチレン
グリコールジグリシジルエーテルが好ましい。
【００５６】
　イソシアネート化合物（ａ３）は特に限定されないが、例えば、芳香族ジイソシアネー
ト、脂肪族ジイソシアネート及び脂環族ジイソシアネート等が挙げられる。イソシアネー
ト化合物（ａ３）としては、具体的には、１，５－ナフチレンジイソシアネート、４，４
’－ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルジメチルメタンジイソシ
アネート、４，４’－ジベンジルイソシアネート、ジアルキルジフェニルメタンジイソシ
アネート、テトラアルキルジフェニルメタンジイソシアネート、１，３－フェニレンジイ
ソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、トリレンジイソシアネート、ブタ
ン－１，４－ジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソプロピレンジイ
ソシアネート、メチレンジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイ
ソシアネート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、シクロヘキサ
ン－１，４－ジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、水素化キシリレンジイソ
シアネート、イソホロンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、ジシクロヘキシル
メタン－４，４’－ジイソシアネート、１，３－ビス（イソシアネートメチル）シクロヘ
キサン、メチルシクロヘキサンジイソシアネート、及びｍ－テトラメチルキシリレンジイ
ソシアネート、並びにダイマー酸のカルボキシル基をイソシアネート基に転化したダイマ
ージイソシアネート等が挙げられる。イソシアネート化合物（ａ３）は、１種のみが用い
られてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００５７】
　透明樹脂硬化物（Ａ）の透明性及び耐熱性を高める観点からは、イソシアネート化合物
（ａ３）は、イソホロンジイソシアネートであることが好ましい。
【００５８】
　イソシアネート化合物（ａ３）の分子量は高い方が好ましい。高分子量のイソシアネー
ト化合物（ａ３）の使用により、透明樹脂硬化物（Ａ）の可撓性が高くなる。高分子量の
イソシアネート化合物（ａ３）としては、ポリオールのジイソシアネート変性物、及びポ
リメリックＭＤＩ（三井武田ケミカル社製の商品名「コスモネートＭ」など）等が挙げら
れる。上記ポリオールとしては、ポリカーボネートジオール及びポリエステルジオール等
が挙げられる。
【００５９】
　加熱による透明樹脂（ａ）の硬化反応を促進するために、エポキシ化合物（ａ２）と触
媒とを併用してもよい。エポキシ化合物（ａ２）と併用される触媒としては、例えば、三
級アミン、イミダゾール化合物、有機ホスフィン及びテトラフェニルボロン塩等が挙げら
れる。
【００６０】
　上記三級アミンとしては、１，８－ジアザ－ビシクロ［５．４．０］ウンデセン－７、
トリエチレンジアミン、ベンジルジメチルアミン、トリエタノールアミン、ジメチルアミ
ノエタノール、トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール等が挙げられる。上記イミダ
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ゾール化合物としては、２－メチルイミダゾール、２－フェニルイミダゾール、２－フェ
ニル－４－メチルイミダゾール及び２－ヘプタデシルイミダゾール等が挙げられる。上記
有機ホスフィンとしては、トリブチルホスフィン、メチルジフェニルホスフィン、トリフ
ェニルホスフィン、ジフェニルホスフィン及びフェニルホスフィン等が挙げられる。上記
テトラフェニルボロン塩としては、テトラフェニルホスホニウム　テトラフェニルボレー
ト、２－エチル－４－メチルイミダゾール　テトラフェニルボレート、及びＮ－メチルモ
ルホリン　テトラフェニルボレート等が挙げられる。
【００６１】
　上記イソシアネート化合物（ａ３）と触媒とを併用することが好ましい。イソシアネー
ト化合物（ａ３）と併用される触媒としては、有機スズ化合物及び三級アミン等が挙げら
れる。
【００６２】
　上記有機スズ化合物としては、ジブチルスズジラウレート及びオクチル酸スズ等が挙げ
られる。上記三級アミンとしては、１，８－ジアザ－ビシクロ［５．４．０］ウンデセン
－７、トリエチレンジアミン、ベンジルジメチルアミン、トリエタノールアミン、ジメチ
ルアミノエタノール、及びトリス（ジメチルアミノメチル）フェノール等が挙げられる。
【００６３】
　透明樹脂（ａ）１００重量部に対して、上記エポキシ化合物（ａ２）及びイソシアネー
ト化合物（ａ３）と併用される触媒の含有量は、０．０１～５重量部の範囲内であること
が好ましい。
【００６４】
　透明樹脂（ａ）１００重量％中、加水分解縮合物（ａ１）と、エポキシ化合物（ａ２）
及びイソシアネート化合物（ａ３）の内の少なくとも一種との配合比は、用途に応じて適
宜に決定できる。
【００６５】
　［加水分解縮合物（ａ１）に含まれるチオール基のモル数］／［エポキシ化合物（ａ２
）に含まれるエポキシ基とイソシアネート化合物（ａ３）に含まれるイソシアネート基と
の合計のモル数］（以下、モル比Ｃともいう）は、０．９～１．１の範囲内であることが
好ましい。上記モル比Ｃが０．９以上であると、硬化後にエポキシ基及びイソシアネート
基が残存し難くなり、透明樹脂硬化物（Ａ）の耐候性が高くなる。上記モル比が１．１以
下であると、チオール基が残存し難くなり、チオール基の分解による悪臭が生じ難くなる
。
【００６６】
　透明樹脂（ａ）は、加水分解縮合物（ａ１）に加えて、炭素－炭素二重結合を有する化
合物（以下、不飽和化合物（ａ４）ともいう）をさらに含むことが好ましい。該不飽和化
合物（ａ４）の使用により、加熱及び活性光線の照射により、透明樹脂組成物を硬化させ
ることができる。
【００６７】
　不飽和化合物（ａ４）は特に限定されない。不飽和化合物（ａ４）の上記炭素－炭素二
重結合としては、ビニル基、（メタ）アクリロイル基及びアリル基等が挙げられる。上記
炭素－炭素二重結合は、加水分解縮合物（ａ１）のチオール基と反応（エン－チオール反
応）する。この反応の反応機構は、重合開始剤の有無により異なる。このため、加水分解
縮合物（ａ１）及び不飽和化合物（ａ４）は、最適な配合量に適宜調整される。
【００６８】
　上記重合開始剤が用いられない場合は、炭素－炭素二重結合１個に対して、チオール基
１個が付加反応する。上記重合開始剤が用いられる場合は、炭素－炭素二重結合１個に対
して、チオール基１個が付加反応することに加えて、連鎖的ラジカル反応が進行する。こ
の結果、上記重合開始剤が用いられない場合は、加水分解縮合物（ａ１）に含まれるチオ
ール基と不飽和化合物（ａ４）に含まれる炭素－炭素二重結合とは、１：１（モル比）で
反応する。上記重合開始剤が用いられる場合には、加水分解縮合物（ａ１）に含まれるチ
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オール基と、不飽和化合物（ａ４）に含まれる炭素－炭素二重結合とは、１：１（モル比
）では反応しない。
【００６９】
　上記の観点から、重合開始剤が用いられない場合は、加水分解縮合物（ａ１）と不飽和
化合物（ａ４）との配合比、すなわち［加水分解縮合物（ａ１）に含まれるチオール基の
モル数］／［不飽和化合物（ａ４）に含まれる炭素－炭素二重結合のモル数］（以下、モ
ル比Ｄ１ともいう）は、０．９～１．１の範囲内であることが好ましい。上記モル比Ｄ１
は１．０であることがより好ましい。上記モル比Ｄ１が０．９以上であると、硬化後に炭
素－炭素二重結合が残存し難くなり、透明樹脂硬化物（Ａ）の耐候性が高くなる。上記モ
ル比が１．１以下であると、チオール基が残存し難くなり、チオール基の分解による悪臭
が生じ難くなる。
【００７０】
　重合開始剤が用いられる場合は、加水分解縮合物（ａ１）と不飽和化合物（ａ４）との
配合比、すなわち［加水分解縮合物（ａ１）に含まれるチオール基のモル数］／［不飽和
化合物（ａ４）に含まれる炭素－炭素二重結合のモル数］（以下、モル比Ｄ２といもいう
）は、０．０１～１．１の範囲内であることが好ましい。上記モル比Ｄ２が０．０１以上
であると、透明樹脂硬化物（Ａ）の水蒸気バリア性をより一層高めることができる。さら
に、硬化後に炭素－炭素二重結合が残存し難くなり、透明樹脂硬化物（Ａ）の耐候性が高
くなる。上記モル比Ｄ２が１．１以下であると、チオール基が残存し難くなり、チオール
基の分解による悪臭が生じ難くなる。
【００７１】
　また、炭素－炭素二重結合を有する官能基とチオール基との反応より優先して、炭素－
炭素二重結合を有する官能基同士が反応するのを抑制するために、不飽和化合物（ａ４）
は、アリル基を有することが好ましい。
【００７２】
　アリル基を１つ有する化合物としては、けい皮酸、モノアリルシアヌレート、モノアリ
ルイソシアヌレート、ペンタエリスリトールモノアリルエーテル、トリメチロールプロパ
ンモノアリルエーテル、グリセリンモノアリルエーテル、ビスフェノールＡモノアリルエ
ーテル、ビスフェノールＦモノアリルエーテル、エチレングリコールモノアリルエーテル
、ジエチレングリコールモノアリルエーテル、トリエチレングリコールモノアリルエーテ
ル、プロピレングリコールモノアリルエーテル、ジプロピレングリコールモノアリルエー
テル、及びトリプロピレングリコールモノアリルエーテル等が挙げられる。
【００７３】
　アリル基を２つ有する化合物としては、ジアリルフタレート、ジアリルイソフタレート
、ジアリルシアヌレート、ジアリルイソシアヌレート、ペンタエリスリトールジアリルエ
ーテル、トリメチロールプロパンジアリルエーテル、グリセリンジアリルエーテル、ビス
フェノールＡジアリルエーテル、ビスフェノールＦジアリルエーテル、エチレングリコー
ルジアリルエーテル、ジエチレングリコールジアリルエーテル、トリエチレングリコール
ジアリルエーテル、プロピレングリコールジアリルエーテル、ジプロピレングリコールジ
アリルエーテル、及びトリプロピレングリコールジアリルエーテル等が挙げられる。
【００７４】
　アリル基を３つ以上含有する化合物としては、トリアリルイソシアヌレート、ペンタエ
リスリトールトリアリルエーテル、ペンタエリスリトールテトラアリルエーテル、及びト
リメチロールプロパントリアリルエーテル等が挙げられる。アリル基を有する化合物は、
トリアリルイソシアヌレート、ジアリルフタレート又はペンタエリスリトールトリアリル
エーテルであることが特に好ましい。
【００７５】
　不飽和化合物（ａ４）の分子量は高いことが好ましい。高分子量の不飽和化合物（ａ４
）の使用により、透明樹脂硬化物（Ａ）の可撓性が高くなる。高分子量の不飽和化合物（
ａ４）としては、メチルアリルシロキサンとジメチルシロキサンとの共重合物、エピクロ
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ルヒドリンとアリルグリシジルエーテルとの共重合物（ダイソー社製の商品名「エピクロ
マー」、及び日本ゼオン社製の商品名「Ｇｅｃｈｒｏｎ」など）、並びにアリル基末端ポ
リイソブチレンポリマー（カネカ社製の商品名「エピオン」）等が挙げられる。
【００７６】
　［不飽和化合物（ａ４）に含まれる炭素－炭素二重結合のモル数］／［不飽和化合物（
ａ４）のモル数］（以下、モル比Ｅともいう）は２以上であることが好ましい。上記モル
比Ｅは、１分子あたりに含まれる炭素－炭素二重結合の平均個数を示す。上記モル比Ｅが
２以上であると、透明樹脂（ａ）の硬化性が高くなり、かつ透明樹脂硬化物（Ａ）の架橋
密度が高くなる。このため、透明樹脂硬化物（Ａ）の耐熱性及び硬度が高くなる傾向があ
る。
【００７７】
　加水分解縮合物（ａ１）を用いる場合には、重合開始剤を用いなくてもよい。ただし、
上記透明樹脂組成物は、加水分解縮合物（ａ１）を含む場合にも、重合開始剤を含有して
いてもよい。該重合開始剤としては、光カチオン重合開始剤及び光ラジカル重合開始剤等
が挙げられる。上記重合開始剤は、１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用されて
もよい。
【００７８】
　上記光カチオン重合開始剤としては、紫外線の照射により酸を発生する化合物であるス
ルホニウム塩、ヨードニウム塩、メタロセン化合物及びベンゾイントシレート等が挙げら
れる。上記光カチオン重合開始剤の市販品としては、ユニオンカーバイド社製の商品名「
サイラキュアＵＶＩ－６９７０」、「サイラキュアＵＶＩ－６９７４」及び「サイラキュ
アＵＶＩ－６９９０」、チバ・ジャパン社製の商品名「イルガキュア２６４」、並びに日
本曹達社製の商品名「ＣＩＴ－１６８２」等が挙げられる。
【００７９】
　上記光ラジカル重合開始剤は特に限定されない。上記光ラジカル重合開始剤としては、
例えば、ベンゾフェノン、Ｎ，Ｎ’－テトラエチル－４，４’－ジアミノベンゾフェノン
、４－メトキシ－４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、２，２－ジエトキシアセトフェ
ノン、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾイ
ンイソブチルエーテル、ベンジルジメチルケタール、α－ヒドロキシイソブチルフェノン
、チオキサントン、２－クロロチオキサントン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニル
ケトン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルホリノプロパン－
１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブ
タノン－１、２－ジメチルアミノ－２－（４－メチル－ベンジル）－１－（４－モルフォ
リン－４－イル－フェニル）－ブタン－１－オン、２，６－ジメチルベンゾイルジフェニ
ルホスフィンオキシド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシ
ド、ｔ－ブチルアントラキノン、１－クロロアントラキノン、２，３－ジクロロアントラ
キノン、３－クロロ－２－メチルアントラキノン、２－エチルアントラキノン、１，４－
ナフトキノン、９，１０－フェナントラキノン、１，２－ベンゾアントラキノン、１，４
－ジメチルアントラキノン、２－フェニルアントラキノン、２－（ｏ－クロロフェニル）
－４，５－ジフェニルイミダゾール２量体、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メル
カプトベンゾオキサゾール、及び４－（ｐ－メトキシフェニル）－２，６－ジ－（トリク
ロロメチル）－ｓ－トリアジン等が挙げられる。中でも、硬化樹脂の着色を抑制できるこ
とから、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンが好ましい。また、エン－チオー
ル反応の抑制効果を有し、透明樹脂（ａ）の保存安定性を高めることができることから、
２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルホリノプロパン－１－オン
、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン－
１、２－ジメチルアミノ－２－（４－メチル－ベンジル）－１－（４－モルフォリン－４
－イル－フェニル）－ブタン－１－オン等のα－アミノアルキルフェノン系光ラジカル重
合開始剤が好ましい。
【００８０】
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　透明樹脂（ａ）１００重量部に対して、上記重合開始剤の含有量の好ましい下限は１重
量部、好ましい上限は１５重量部、より好ましい上限は１０重量部、さらに好ましい上限
は５重量部である。
【００８１】
　透明樹脂（ａ）の保存安定性をより一層高めるために、エン－チオール反応抑制剤を使
用できる。該エン－チオール反応抑制剤としては、リン化合物、ラジカル重合禁止剤、三
級アミン及びイミダゾール化合物等が挙げられる。
【００８２】
　上記リン化合物としては、トリフェニルホスフィン及び亜リン酸トリフェニル等が挙げ
られる。上記ラジカル重合禁止剤としては、ｐ－メトキシフェノール、ハイドロキノン、
ピロガロール、ナフチルアミン、ｔｅｒｔ－ブチルカテコール、塩化第一銅、２，６－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、２，２’－メチレンビス（４－エチル－６－ｔｅ
ｒｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチ
ルフェノール）、Ｎ－ニトロソフェニルヒドロキシルアミンアルミニウム塩、及びジフェ
ニルニトロソアミン等が挙げられる。上記三級アミンとしては、ベンジルジメチルアミン
、２－（ジメチルアミノメチル）フェノール、２，４，６－トリス（ジアミノメチル）フ
ェノール、及びジアザビシクロウンデセン等が挙げられる。上記イミダゾール化合物とし
ては、２－メチルイミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾール、２－エチルへキ
シルイミダゾール、２－ウンデシルイミダゾール及び１－シアノエチル－２－メチルイミ
ダール等が挙げられる。
【００８３】
　上記リン化合物のなかでも、亜リン酸トリフェニルが好ましい。該亜リン酸トリフェニ
ルは、エン－チオール反応の抑制効果が高く、かつ室温で液状であるため、取り扱いが容
易である。透明樹脂（ａ）１００重量部に対して、上記リン化合物の含有量は０．１～１
０重量部の範囲内であることが好ましい。上記リン化合物の含有量が０．１重量部以上で
あると、エン－チオール反応を充分に抑制できる。上記リン化合物の含有量が１０重量部
以下であると、硬化後に上記リン化合物の残存量が少なくなり、上記リン化合物に由来す
る透明樹脂硬化物（Ａ）の物性の低下を抑制できる。
【００８４】
　上記ラジカル重合禁止剤のなかでも、Ｎ－ニトロソフェニルヒドロキシルアミンアルミ
ニウム塩が好ましい。該Ｎ－ニトロソフェニルヒドロキシルアミンアルミニウム塩は、少
量でもエン－チオール反応を抑制でき、かつ透明樹脂硬化物（Ａ）の透明性を高めること
ができる。透明樹脂（ａ）１００重量部に対して、上記ラジカル重合禁止剤の含有量は０
．０００１～０．１重量部の範囲内であることが好ましい。上記ラジカル重合禁止剤の含
有量が０．００１重量部以上であると、エン－チオール反応を充分に抑制できる。上記ラ
ジカル重合禁止剤の含有量が０．１重量部以下であると、硬化性が高くなる傾向がある。
【００８５】
　上記三級アミンのなかでも、ベンジルジメチルアミンが好ましい。該ベンジルジメチル
アミンは、エン－チオール反応の抑制効果が高く、かつ室温で液状であるため、取り扱い
が容易である。透明樹脂（ａ）１００重量部に対して、上記三級アミンの含有量は０．０
０１～５重量部の範囲内であることが好ましい。上記三級アミンの含有量が０．００１重
量部以上であると、エン－チオール反応を充分に抑制できる。上記三級アミンの含有量が
５重量部以下であると、加水分解縮合物（ａ１）中の未反応の水酸基及びアルコキシ基の
縮合反応が生じ難くなり、ゲル化が生じ難くなる。
【００８６】
　加水分解縮合物（ａ１）と不飽和化合物（ａ４）との配合比は、用途に応じて適宜変更
できる。また、加水分解縮合物（ａ１）と不飽和化合物（ａ４）とを併用する場合には、
必要に応じて溶剤を配合できる。
【００８７】
　透明樹脂硬化物（Ａ）のアッベ数は、３５～５０の範囲内であることが好ましい。透明
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樹脂硬化物（Ａ）のアッベ数が上記範囲内である場合には、透明複合シートの光線透過率
をより一層高くすることができる。
【００８８】
　透明樹脂硬化物（Ａ）は、例えば、上記透明複合シートの作製の際に、ガラスクロス（
ｂ）を添加しなかった材料を硬化させることによっても得られる。また、透明樹脂硬化物
（Ａ）は、例えば、透明樹脂（ａ）と、該透明樹脂（ａ）を硬化させるための光重合開始
剤及び硬化剤の内の少なくとも一方等とを混合した混合物を硬化させることによっても得
られる。
【００８９】
　（ガラスクロス（ｂ））
　ガラスクロス（ｂ）のフィラメント径は３～１０μｍであることが好ましい。フィラメ
ント径が３μｍ以上であると、引っ張り強度がより一層高くなる。フィラメント径が１０
μｍ以下であると、折り曲げ強度がより一層高くなる。
【００９０】
　単糸の太さは、Ｔｅｘ番手で１０～２０であることが好ましい。１０番手以上であると
、ガラスクロス（ｂ）の厚みが厚くなり、強度又は熱膨張性の低減効果を充分に得ること
ができる。２０番手以下であると、開繊処理が容易である。
【００９１】
　単糸の撚り数は２／インチ以下であることが好ましい。撚り数が２／インチ以下である
と、開繊度２以上の開繊処理が容易である。
　ガラスクロス（ｂ）の経糸及び緯糸の密度（織り密度）はそれぞれ４０～７０本／イン
チであることが好ましい。４０本／インチ以上であると、ガラスクロス（ｂ）の目（バス
ケットホール）が充分に小さくなり、透明複合シートの表面の凹凸を低減できる。７０本
／インチ以下であると、ガラスクロス（ｂ）の目が詰まり過ぎることなく、開繊処理が容
易になる。
【００９２】
　透明複合シートの透視像の歪みをより一層低減することができるので、ガラスクロス（
ｂ）は、下記式（Ｘ）の開繊度が２～４の範囲内であるように開繊処理したガラスクロス
であることが好ましい。
　開繊度＝開繊処理後のガラスクロス（ｂ）における繊維束の糸幅／ガラス繊維単糸の径
　・・・式（Ｘ）
【００９３】
　透明複合シートの透視像の歪みをより一層低減することができるので、本発明に係る透
明複合シートに含まれているガラスクロス（ｂ）は、フィラメント径３～１０μｍ、Ｔｅ
ｘ番手１０～２０、撚り数２／インチ以下のガラス繊維単糸により形成されており、かつ
、ガラスクロス（ｂ）は、経糸及び緯糸の密度が４０～７０本／インチである織布を、上
記式（Ｘ）の開繊度が２～４の範囲内であるように開繊処理したガラスクロスであること
が好ましい。
【００９４】
　ガラスクロス（ｂ）の厚さは、使用する糸の種類、織り密度及び開繊度によって変化す
るため、厳密な範囲を定義することが困難である。ガラスクロス（ｂ）の厚みを例示する
と、経糸と緯糸とが交わる厚い部分で、４０～８０μｍ程度である。
【００９５】
　ガラスクロス（ｂ）の材質として、ソーダガラス、ホウ珪酸ガラス及び無アルカリガラ
ス等が用いられる。なかでも、無アルカリガラスが好ましい。無アルカリガラスの使用に
より、透明複合シートを表示素子用基板又は太陽電池用基板として用いたときに、ガラス
クロス（ｂ）に由来するアルカリ成分が半導体素子に悪影響を及ぼさなくなる。
【００９６】
　ガラスクロス（ｂ）の繊維は、Ｅガラス又はＴガラスであることが好ましい。該Ｅガラ
スは、ガラス繊維強化回路基板用の芯材として広く用いられている。繊維径、繊維束径、
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ガラスクロスとしての目付、織り密度及び厚さ等に関して、上記Ｅガラスは、種々の規格
品が揃っている。また、性能向上、コスト低減及び入手の容易性の観点から、Ｅガラスが
好適に用いられる。
【００９７】
　ガラスクロス（ｂ）の繊維は、Ｔガラスであることがより好ましい。Ｔガラス繊維は、
Ｅガラス繊維よりも、高強度及び低熱膨張等の点で優れている。
【００９８】
　ガラスクロス（ｂ）の引っ張り弾性率の好ましい下限は５ＧＰａ、より好ましい下限は
１０ＧＰａ、好ましい上限は５００ＧＰａ、より好ましい上限は２００ＧＰａである。上
記引っ張り弾性率が低すぎると、透明複合シートの強度が低くなる傾向がある。
【００９９】
　透明樹脂（ａ）１００重量部に対して、ガラスクロス（ｂ）の含有量の好ましい下限は
５０重量部、より好ましい下限は１００重量部、好ましい上限は３００重量部、より好ま
しい上限は２００重量部である。ガラスクロス（ｂ）の含有量が少なすぎると、ガラスク
ロス（ｂ）による熱膨張の低減効果が不十分となる傾向がある。ガラスクロス（ｂ）の含
有量が多すぎると、ガラスクロス（ｂ）に透明樹脂（ａ）を含浸させることが困難となり
、透明複合シートの表面又は内部にボイドが発生して、透明性が低下しやすくなる。
【０１００】
　（他の成分）
　上記透明樹脂組成物、上記透明樹脂硬化物（Ａ）及び上記透明複合シートはそれぞれ、
各種用途での必要性に応じて、可塑剤、耐候剤、酸化防止剤、熱安定剤、滑剤、帯電防止
剤、増白剤、着色剤、導電剤、離型剤、表面処理剤及び粘度調節剤等を含有していてもよ
い。
【０１０１】
　（透明複合シート）
　図１に、本発明の一実施形態に係る透明複合シートを模式的に部分切欠断面図で示す。
【０１０２】
　図１に示すように、透明複合シート１は、第１の面１ａと、第２の面１ｂとを有する。
本実施形態では、第１の面１ａは凹凸を有し、第２の面１ｂは平坦面である。上記表面凹
凸の振幅は、第１の面１ａで０．５～５μｍであり、第２の面１ｂで０．４μｍ以下であ
る。
【０１０３】
　本発明に係る透明複合シートは、透明樹脂（ａ）が硬化した透明樹脂硬化物（Ａ）と、
該透明樹脂硬化物（Ａ）中に埋め込まれているガラスクロス（ｂ）とを含有する。
【０１０４】
　本発明に係る透明複合シートの製造方法としては、ガラスクロスに透明樹脂を含浸して
硬化する際に、一方の面を金属又はガラスのような剛体に接触させ、もう一方の面（他方
の面）を樹脂フィルムのような柔軟体に接触させるように挟み込んだ状態で、透明樹脂（
ａ）を硬化する製造方法が挙げられる。それによって、剛体に接している面では硬化収縮
による表面凹凸が生じにくく、柔軟体に接触している面において集中的に表面凹凸が発生
する。従って、得られる透明複合シートでは、一方の面が平坦となり、もう一方の面のみ
が凹凸を有するようになる。
【０１０５】
　上記剛体は平坦面を有する。上記剛体は、金属、ガラス及びセラミックスからなる群か
ら選択された少なくとも一種の材料を有することが好ましい。上記柔軟体は平坦面を有す
る。上記柔軟体は、上記剛体よりも柔軟な柔軟体である。
　具体的な製造方法としては特に限定されないが、例えば以下のような方法が挙げられる
。
【０１０６】
　常温又は加熱下で流動性を有する透明樹脂（ａ）をガラスクロス（ｂ）上に一定量塗布
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して、透明樹脂（ａ）をガラスクロス（ｂ）に含浸（吸収）させて、複合材料を得る。該
複合材料は透明複合材料である。該複合材料は、硬化性透明樹脂が含浸されているガラス
クロスである。次に、必要に応じて、該複合材料を乾燥する。その後、複合材料を金属ロ
ールと樹脂フィルムで挟み込む。それによって、複合材料の一方の面を金属ロールに接触
させ、他方の面を樹脂フィルムに接触される。この状態で、透明複合材料の厚みを調整し
ながら、該厚みを均一化し、この状態で、加熱及び活性光線の照射のうち少なくとも一方
を行う。それによって、透明複合材料を架橋し、硬化させ、透明複合シートを形成する。
その後、金属ロール及び樹脂フィルムから透明複合シートから剥離することにより、透明
複合シートが得られる。
【０１０７】
　なお、透明樹脂（ａ）をガラスクロス（ｂ）に含浸させるに際しては、透明樹脂（ａ）
にガラスクロス（ｂ）を浸漬し、必要に応じて超音波を照射しながら透明樹脂（ａ）をガ
ラスクロス（ｂ）に含浸させてもよい。
【０１０８】
　また、金属ロールではなく、金属ベルトを用い、金属ベルトと樹脂フィルムとで上記透
明複合材料を挟み込んでもよい。また、樹脂フィルムにかえて、上記剛体よりも柔軟な柔
軟体を用いてもよい。
【０１０９】
　また、硬化反応を確実に完結させるために、活性光線のみで透明樹脂（ａ）を硬化させ
た後、さらに加熱してもよい。
【０１１０】
　また、金属ロールなどの剛体を加熱した状態で、該剛体に接した複合材料に活性光線を
照射してもよい。すなわち、加熱と活性光線の照射とを同時に行ってもよく、加熱による
硬化と活性光線の照射による硬化とを同時に進行させてもよい。
【０１１１】
　さらに、樹脂フィルムを用いずに、透明複合材料の一方の面を金属ロールに接触させ、
もう一面に何も接触させない状態で透明複合材料を硬化させてもよい。ただし、この場合
には、何も接しない面でのガラスクロス上の樹脂量が変動しやすくなる。従って、得られ
る透明複合シートに反りが発生し易い。
【０１１２】
　本発明に係る透明複合シートの厚みは、特に制限されないが、ガラスクロス（ｂ）の仕
様、並びに透明樹脂（ａ）とガラスクロス（ｂ）との比率を考慮すると、２５～２００μ
ｍの範囲内であることが好ましい。
【０１１３】
　透明複合シートの厚みを２００μｍより厚くする必要がある場合には、シート状の透明
複合材料を複数積層した後に硬化させるか、又は、透明複合材料のシート化と硬化とを繰
り返して、透明複合シートを得ることが好ましい。また、適当な接着層を介して複数枚の
透明複合シートを積層してもよい。
【０１１４】
　（表面凹凸の大きさ）
　本発明に係る透明複合シートは、対向する第１，第２の面を有し、シートの表面のガラ
スクロスの経糸もしくは緯糸の周期と一致した表面凹凸の振幅が、上記第１の面において
０．５～５μｍであり、上記第２の面で０．４μｍ以下である。前述した透明複合シート
の製造方法から明らかなように、透明複合材料が樹脂フィルムのような柔軟体に接触され
る面では表面に凹凸が生じ、金属、ガラス又はセラミックスのような剛体に接触される面
では凹凸が表面に生じ難い。従って、上記柔軟体に接触される面が、上記第１の面となり
、剛体に接触される面が上記第２の面となり、上記特定の振幅範囲がそれぞれ実現される
。セルギャップのばらつきをより一層小さくしたり、透過像の歪みをより一層低減したり
する観点からは、上記表面凹凸の振幅は、第２の面で０．３μｍ以下であることが好まし
く、０．２μｍ以下であることがより好ましい。
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【０１１５】
　なお、上記表面凹凸の振幅は、一般的な触針式表面形状測定装置を用いて測定すること
ができる。
【０１１６】
　本発明に係る透明複合シートの光透過率は、８０％以上であることが好ましく、８５％
以上であることがより好ましく、９０％以上であることがさらに好ましく、９２％以上で
あることが特に好ましい。光透過率が高いほど、例えば、液晶表示素子又は有機ＥＬ表示
素子などの表示素子基板等に透明複合シートを用いて、画像表示装置を得た場合に、表示
品位が高くなり、画像が鮮明になる。
【０１１７】
　上記光透過率は、市販の分光光度計を用いて、波長５５０ｎｍの全光線透過率を測定す
ることによって求めることができる。
【０１１８】
　透明複合シートの水蒸気バリア性を高めるために、本発明に係る透明複合シートの水蒸
気透過率は、４０℃相対湿度９０％において、１×１０－１ｇ／ｍ２・日以下であること
が好ましい。透明複合シートの寸法安定性を高めるためには、本発明に係る透明複合シー
トの３０～２５０℃における平均線膨張係数は、２０ｐｐｍ／℃以下であることが好まし
い。
【０１１９】
　本発明に係る透明複合シートのヘイズ値は、１０％以下であることが好ましく、３％以
下であることがより好ましく、２％以下であることがより好ましい。
【０１２０】
　上記ヘイズ値は、ＪＩＳ　Ｋ７１３６に基づいて測定される。測定装置として、市販の
ヘイズメーカーが用いられる。測定装置としては、例えば、東京電色社製「全自動ヘーズ
メーターＴＣ－ＨＩＩＩＤＰＫ」等が挙げられる。
【０１２１】
　本発明に係る透明複合シートには、表面平滑化層、ハードコート層又はガスバリア層を
積層してもよい。
【０１２２】
　上記表面平滑化層又はハードコート層を形成する際には、例えば、透明複合シート上に
、既知の表面平滑化剤又はハードコート剤を塗布し、必要に応じて溶剤を除去するために
乾燥する。次に、加熱及び活性光線の照射の内の少なくとも一方により、表面平滑化剤又
はハードコート剤を硬化させる。
【０１２３】
　透明複合シート上に表面平滑化剤又はハードコート剤を塗布する方法は、特に制限され
ない。例えば、ロールコート法、スピンコート法、ワイヤバーコート法、ディップコート
法、エクストルージョン法、カーテンコート法又はスプレーコート法等の従来公知の方法
を採用できる。
【０１２４】
　本発明に係る透明性複合材シートにガスバリア層を積層することにより、水蒸気又は酸
素のバリア性を高めてもよい。ガスバリア層は特に限定されない。上記ガスバリア層の材
料としては、例えば、アルミニウムなどの金属、ＳｉＯ２及びＳｉＮなどの珪素化合物、
酸化マグネシウム、酸化アルミニウム、並びに酸化亜鉛等が挙げられる。水蒸気バリア性
、透明性及び透明複合シートへの密着性を高める観点からは、ＳｉＯ２及びＳｉＮなどの
珪素化合物が好ましい。
【０１２５】
　ガスバリア層を形成する方法は、特に限定されず、蒸着法及びスパッタリング法等の乾
式法、並びにゾル－ゲル法等の湿式法が挙げられる。なかでも、スパッタリング法が好ま
しい。スパッタリング法により形成されたガスバリア層は、緻密でガスバリア性に優れて
おり、かつ、透明複合シートへの密着性も良好である。
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【０１２６】
　（積層シート及び透明複合シートの応用）
　図２に、図１に示す透明複合シートを用いた積層シートの一例を模式的に部分切欠断面
図で示す。
【０１２７】
　図２に示すように、積層シート１１は、透明複合シート１と、偏光板１２と、粘着剤層
１３とを有する。偏光板１２は、透明複合シート１の第１の面１ａに積層されている。粘
着剤層１３は、偏光板１２と透明複合シート１の第１の面１ａとの間に設けられている。
粘着剤層１３は、偏光板１２と透明複合シート１の第１の面１ａに貼り合わせるように設
けられている。
【０１２８】
　本発明に係る透明複合シートでは、第１の面側において、第２の面側よりも表面に大き
な凹凸がある。しかしながら、前述したように、透明複合シートを、例えば液晶表示素子
などの表示素子の基板として用いる場合、第１の面に粘着剤層を積層することなどにより
、第１の面の表面の凹凸の影響を緩和又は解消すればよい。
【０１２９】
　従って、本発明は、液晶表示素子などの光学用途に用いられる積層シートに好適に用い
ることができる。このような積層シートとしては、本発明の透明複合シートと、透明複合
シートの第１の面に積層された偏光板と、該偏光板を透明複合シートの第１の面に貼り合
わせるように偏光板と透明複合シートの第１の面との間に設けられた粘着剤層とを備える
積層シートを挙げることができる。この積層シートでは、透明複合シートの第１の面に偏
光板が間接に積層されている。この場合、透明複合シートの第１の面の凹凸の影響が粘着
剤層により緩和又は解消されるため、透明な粘着剤層を用いることにより、積層シートを
透過した光の透過像の歪みを生じ難くすることができる。
【０１３０】
　また、本発明に係る積層シートは、本発明の透明複合シートを２枚有し、２枚の透明複
合シートの第２の面同士を貼り合わせることにより積層一体化されている構造を有してい
てもよい。すなわち、図３に示す積層シート２１のように、２つの透明複合シート１を、
第２の面１ｂ同士を貼り合わせて用いてもよい。この場合には、２枚の透明複合シートの
各外側に位置している第１の面に、それぞれ、粘着剤層を介して上記と同様に偏光板を貼
り合わせる。このようにして得られた積層シートでは、第１の面の表面の凹凸の影響は、
上記粘着剤層により緩和又は解消され、かつ透明複合シート同士が貼り合わされている部
分では、表面の凹凸の少ない第２の面同士が対向することになるため、透過像の歪みが生
じ難い。なお、透明複合シートの第２の面同士を貼り合わせる際には、適宜の粘着剤を用
いればよい。
【０１３１】
　また、１つの上記透明複合シートを第１の面側からある部材の一方の表面に積層し、か
つ他の上記透明複合シートを第１の面側から上記部材の他方の表面に積層した積層シート
として、上記透明複合シートを用いることもできる。この積層シートでは、外側の表面が
上記透明複合シートの第２の面になる。
【０１３２】
　また、本発明においては、上記透明複合シート及び積層シートは、例えば、液晶表示素
子などの表示素子の光透過性基板として好適に用いられる。このような液晶表示素子とし
ては、第１の基板と、該第１の基板にギャップを隔てて対向された第２の基板と、第１の
及び第２の基板間に配置された液晶層とを備える適宜の液晶表示素子を挙げることができ
る。本発明によれば、この液晶表示素子において、第１及び第２の基板の少ないとも一方
が、本発明の透明複合シートと、該透明複合シートの第１の面に積層された偏光板と、偏
光板を透明複合シートの第１の面に貼り合わせるように透明複合シートの第１の面と偏光
板との間に設けられた粘着剤層とを備える積層シートである。従って、上記積層シートに
おいて、透過像の歪みが生じ難いため、液晶表示素子の特性の表示品質の向上を図ること
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ができる。
【０１３３】
　図４に、図１に示す透明複合シートを用いた液晶表示素子の一例を模式的に断面図で示
す。
【０１３４】
　図４に示す液晶表示素子３１は、第１の基板である積層シート１１と、第２の基板であ
る積層シート１１と、液晶層３２とを備える。第１の基板である積層シート１１と、第２
の基板である積層シート１１とはギャップを隔てて対向されている。第１の基板である積
層シート１１と第２の基板である積層シート１１との間に液晶層３２が配置されている。
また、液晶層３２は、第１の基板である積層シート１１における透明複合シート１の第２
の面１ｂと、第２の基板である積層シート１１の透明複合シート１の第２の面１ｂとに接
している。
【０１３５】
　この場合、透明複合シートを２枚積層した構造を有する積層シートを用いてもよい。す
なわち、２枚の透明複合シートの第２の面同士を貼り合わせ、各透明複合シートの第１の
面の外側に粘着剤層を介して偏光板を積層した積層シートを用いてもよい。言い換えれば
、積層シートは、上記透明複合シートの第２の面に、第２の面同士が貼り合わされるよう
に積層された第２の透明複合シートと、第２の透明複合シートの第１の面に積層された第
２の偏光板と、第２の透明複合シートの第１の面と第２の偏光板との間に設けられた第２
の粘着剤層とをさらに備えていてもよい。
【０１３６】
　以下、実施例及び比較例を挙げて、本発明を具体的に説明する。本発明は、以下の実施
例のみに限定されない。
【０１３７】
　（実施例１）
　透明樹脂（ａ）であるトリシクロデカンジメタノールジメタクリレート（ＮＫエステル
　ＤＣＰ、新中村化学工業社製）５０重量部及びビス［４－（アクリロイロキシエトキシ
）フェニル］フルオレン（オグソールＥＡ－０２００、大阪ガスケミカル社製）４８重量
部に、光重合開始剤である１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（イルガ
キュア１８４、チバ・ジャパン社製）０．５重量部を加えて混合し、透明樹脂液１を得た
。
【０１３８】
　得られた透明樹脂液１に、厚さ４２μｍ、目付け４８ｇ／ｍ２のＥガラスであるガラス
クロス（ｂ）を連続的に浸漬して、透明樹脂液１をガラスクロス（ｂ）に含浸させた。こ
のようにして、透明複合材料を得た。
【０１３９】
　引き続き、透明樹脂液１がガラスクロス（ｂ）に含浸された透明複合材料の片面に厚み
１００μｍの表面が平坦なポリエステルフィルム（東洋紡社製、品番コスモシャインＡ４
１００）を重ねながら、表面が平坦な金属ロール上で透明複合材料上にポリエステルフィ
ルムをラミネートし、透明複合材料の厚みを均一化した。次に、ポリエステルフィルムが
ラミネートされた透明複合材料を金属ロール上で搬送しながらポリエステルフィルム側か
ら高圧水銀灯にて２０００ｍＪ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）のＵＶ光を照射して、透明複合材
料中の透明樹脂を架橋し、硬化した。その後、ポリエステルフィルムを剥離して、透明複
合シートを得た。
【０１４０】
　（実施例２）
　透明樹脂（ａ）である３，４－エポキシシクロヘキセニルメチル－３’，４’－エポキ
シシクロヘキセンカルボキシレート（セロキサイド２０２１Ｐ、ダイセル化学工業社製）
３０重量部及びビスアリールフルオレン系エポキシ樹脂（オンコートＥＸ－１０１０、長
瀬産業社製）２０重量部に、硬化剤であるメチルヘキサヒドロ無水フタル酸とヘキサヒド
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ロ無水フタル酸との７：３（重量比）混合物（リカシッドＭＨ－７００、新日本理化社製
）４２重量部と、硬化促進剤（ヒシコーリンＰＸ－４ＥＴ、日本化学工業社製）１重量部
とを添加し、混合し、透明樹脂液２を得た。
【０１４１】
　得られた透明樹脂液２に、厚さ６８μｍ、目付け８１ｇ／ｍ２のＥガラスであるガラス
クロス（ｂ）を浸漬して、超音波を照射しながら透明樹脂液２をガラスクロス（ｂ）に含
浸させた。このようにして、透明樹脂液２がガラスクロス（ｂ）に含浸された透明複合材
料を得た。
【０１４２】
　その後、透明複合材料を引き上げて、表面が平坦なステンレス板上に載せ、減圧チャン
バー内で１０Ｐａの圧力まで減圧しながら脱泡した。減圧チャンバーより取り出したステ
ンレス板上の透明複合材料の表面に厚み７５μｍの表面が平坦なポリイミドフィルム（東
レ・デュポン社製、品番カプトン３００Ｈ）を重ねながら、ラミネーターを通し、透明複
合材料の厚みを均一化した。次に、オーブン内で１００℃で６０分間加熱したのち、更に
２００℃で１８０分加熱して、透明複合材料中の透明樹脂を架橋し、硬化した。その後、
ポリイミドフィルムを剥離して、透明複合シートを得た。
【０１４３】
　（実施例３）
　透明樹脂（ａ）であるシルセスキオキサン骨格を有するチオール基含有化合物（上記加
水分解縮合物（ａ１）に相当する、ＨＢＳＱ１０１、荒川化学工業社製）５０重量部及び
イソシアヌル酸トリアリル３０重量部に、光重合開始剤である２－メチル－１［４－（メ
チルチオ）フェニル］－２－モリフォリノプロパン－１－オン（イルガキュア９０７、チ
バ・ジャパン社製）０．２重量部を添加し、混合し、透明樹脂液３を得た。
【０１４４】
　得られた透明樹脂液３に、厚さ４２μｍ、目付け４８ｇ／ｍ２のＥガラスであるガラス
クロス（ｂ）を連続的に浸漬して、透明樹脂液３をガラスクロス（ｂ）に含浸させた。こ
のようにして、透明樹脂液３がガラスクロス（ｂ）に含浸された透明複合材料を得た。
【０１４５】
　引き続き、透明複合材料の片面に厚み１００μｍの表面が平坦なポリエステルフィルム
（東洋紡社製、品番コスモシャインＡ４１００）を重ねながら、表面が平坦な金属ロール
上で透明複合材料上にポリエステルフィルムをラミネートし、厚みを均一化した。次に、
ポリエステルフィルムがラミネートされた透明複合材料を金属ロール上で搬送しながらポ
リエステルフィルム側から２０００ｍＪ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）のＵＶ光を照射して、シ
ート状の透明複合材料を架橋し、硬化した。その後、ポリエステルフィルムを剥離して、
透明複合シートを得た。
【０１４６】
　（実施例４）
　ガラスクロス（ｂ）を、厚さ９２μｍ、目付け１０４ｇ／ｍ２のガラスクロスに変更し
たこと以外は実施例３と同様にして、透明複合シートを得た。
【０１４７】
　（実施例５）
　透明樹脂（ａ）であるポリシルセスキオキサン溶液（上記加水分解縮合物（ａ１）に相
当する、コンポセランＳＱ１０２－１、荒川化学工業社製）７０重量部及びイソホロンジ
イソシアネート５０重量部に、反応触媒であるジブチルスズジラウレート０．２重量部を
添加し、混合し、透明樹脂液４を得た。
【０１４８】
　得られた透明樹脂液４に、厚さ６８μｍ、目付け８１ｇ／ｍ２のＥガラスであるガラス
クロス（ｂ）を浸漬し、超音波を照射しながら透明樹脂液４をガラスクロス（ｂ）に含浸
させた。このようにして、透明複合材料を得た。
【０１４９】
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　その後、透明複合材料を引き上げて、表面が平坦なステンレス板上に載せ、オーブン内
で８０℃で１０分間乾燥した。次に、ステンレス板上の透明複合材料の表面に１００μｍ
の表面が平坦なポリエステルフィルム（東洋紡社製、品番コスモシャインＡ４１００）を
重ねながら、ラミネーターを通し、透明複合材料の厚みを均一化し、オーブン内で１２０
℃で２０分間加熱して、ポリエステルフィルムがラミネートされた透明複合材料を架橋し
、硬化した。その後、ポリエステルフィルムを剥離して、透明複合シートを得た。
【０１５０】
　（比較例１）
　実施例１で作製した透明樹脂液１に、厚さ４２μｍ、目付け４８ｇ／ｍ２のＥガラスで
あるガラスクロス（ｂ）を連続的に浸漬して、透明樹脂液１をガラスクロス（ｂ）に含浸
した。このようにして、透明複合材料を得た。
【０１５１】
　引き続き、透明複合材料の両面にポリエステルフィルムを重ねながら、金属ロール上で
ラミネートし、透明複合材料の厚みを均一化した。次に、金属ロール上で搬送しながらポ
リエステルフィルム側から高圧水銀灯にて２０００ｍＪ／ｃｍ２（３６５ｎｍ）のＵＶ光
を照射して、ポリエステルフィルムがラミネートされた透明複合材料を架橋し、硬化した
。その後、ポリエステルフィルムを剥離して、透明複合シートを得た。
【０１５２】
　（比較例２）
　実施例２において作製した透明樹脂液２に、厚さ６８μｍ、目付け８１ｇ／ｍ２のＥガ
ラスであるガラスクロス（ｂ）を浸漬して、超音波を照射しながら透明樹脂液３をガラス
クロス（ｂ）に含浸させた。このようにして、透明複合材料を得た。
【０１５３】
　その後、透明複合材料を引き上げて、周辺部をステンレス板に貼り付けて固定した厚み
７５μｍのポリイミドフィルム（東レ・デュポン社製、品番カプトン３００Ｈ）上に載せ
、減圧チャンバー内で１０Ｐａの圧力まで減圧しながら脱泡した。減圧チャンバーより取
り出したポリイミドフィルムが貼り付けられたステンレス板上の透明複合材料の露出面に
さらに厚み７５μｍのポリイミドフィルム（東レ・デュポン社製、品番カプトン３００Ｈ
）を重ねながら、ラミネーターを通し、透明複合材料の厚みを均一化した。次に、オーブ
ン内で１００℃で６０分間加熱したのち、更に２００℃で１８０分加熱して、ポリエステ
ルフィルムがラミネートされた透明複合材料を架橋し、硬化した。その後、ポリイミドフ
ィルムを剥離して、透明複合シートを得た。
【０１５４】
　（実施例６）
　透明樹脂（ａ）である９，９－ビス［４－（２－アクリロイルオキシエトキシ）フェニ
ル］フルオレン（Ａ－ＢＰＥＦ、新中村化学工業社製）２７重量部及びエトキシ化イソシ
アヌル酸トリアクリレート（Ａ－９３００、新中村化学工業社製）６３重量部に、重合開
始剤である２－メチル－１［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モリフォリノプロパン
－１－オン（イルガキュア９０７、チバ・ジャパン社製）０．２重量部を加えて混合し、
透明樹脂液６を得た。
【０１５５】
　得られた透明樹脂液６に、厚さ４２μｍ、目付け４８ｇ／ｍ２のＥガラスであるガラス
クロス（ｂ）を連続的に浸漬して、透明樹脂液６をガラスクロス（ｂ）に含浸させた。こ
のようにして、透明複合材料を得た。
【０１５６】
　引き続き、透明樹脂液６がガラスクロス（ｂ）に含浸された透明複合材料の片面に厚み
１００μｍの表面が平坦なポリエステルフィルム（東洋紡社製、品番コスモシャインＡ４
１００）を重ねながら、表面温度が１３０℃に加熱された表面が平坦な金属ロール上で透
明複合材料上にポリエステルフィルムをラミネートし、透明複合材料の厚みを均一化した
。次に、ポリエステルフィルムがラミネートされた透明複合材料を加熱された上記金属ロ
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ール上で搬送しながらポリエステルフィルム側から高圧水銀灯にて２０００ｍＪ／ｃｍ２

（３６５ｎｍ）のＵＶ光を照射して、透明複合材料中の透明樹脂を架橋し、硬化した。金
属ロールから剥離した後、さらにポリエステルフィルムを剥離して、透明複合シートを得
た。
【０１５７】
　（実施例７）
　透明樹脂（ａ）であるエトキシ化イソシアヌル酸トリアクリレート（Ａ－９３００、新
中村化学工業社製）４８重量部、ε－カプロラクトン変性エトキシ化イソシアヌル酸トリ
アクリレート（Ａ－９３００－１ＣＬ、新中村化学工業社製）４８重量部、及び９，９－
ビス［４－（２－アクリロイルオキシエトキシ）フェニル］フルオレン（Ａ－ＢＰＥＦ、
新中村化学工業社製）４重量部に、重合開始剤である１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－
フェニル－ケトン（イルガキュア１８４、チバ・ジャパン社製）０．４重量部を加えて混
合し、透明樹脂液７を得た。
【０１５８】
　得られた透明樹脂液７に、厚さ７０μｍ、目付け８０ｇ／ｍ２のＴガラスであるガラス
クロス（ｂ）を連続的に浸漬して、透明樹脂液７をガラスクロス（ｂ）に含浸させた。こ
のようにして、透明複合材料を得た。
【０１５９】
　引き続き、透明樹脂液７がガラスクロス（ｂ）に含浸された透明複合材料の片面に厚み
１００μｍの表面が平坦なポリエステルフィルム（東洋紡社製、品番コスモシャインＡ４
１００）を重ねながら、表面温度が１００℃に加熱された表面が平坦な金属ロール上で透
明複合材料上にポリエステルフィルムをラミネートし、透明複合材料の厚みを均一化した
。次に、ポリエステルフィルムがラミネートされた透明複合材料を加熱された上記金属ロ
ール上で搬送しながらポリエステルフィルム側から高圧水銀灯にて２０００ｍＪ／ｃｍ２

（３６５ｎｍ）のＵＶ光を照射して、透明複合材料中の透明樹脂を架橋し、硬化した。金
属ロールから剥離した後、さらにポリエステルフィルムを剥離して、透明複合シートを得
た。
【０１６０】
　（評価）
　（１）透明複合シートの厚み
　尾崎製作所製厚みゲージを用いて、透明複合シートの厚みを測定した。
【０１６１】
　（２）屈折率
　デジタルアッベ屈折計（エルマ製）により、屈折率ｎＤ（波長５８９．３ｎｍ）を測定
した。実施例及び比較例で用いた透明樹脂溶液１～７を硬化させて、実施例及び比較例で
用いた透明樹脂（ａ）の硬化物（透明樹脂硬化物（Ａ））の屈折率を評価した。ガラスク
ロス（ｂ）の屈折率については、メーカー公称値を採用した。
【０１６２】
　（３）表面凹凸（振幅）
　触針式表面形状測定装置Ｐ－１６＋（ＫＬＡ－Ｔｅｎｃｏｒ製）により、透明複合シー
ト表面の形状を測定した。透明複合シート表面において、シート内のガラスクロスの経糸
及び緯糸と略４５°をなす方向に、経糸および緯糸の交点と、経糸および緯糸に囲まれた
繊維が存在しない点（バスケットホール）を通る線上での表面形状を測定し、経糸および
緯糸の交点と、経糸及び緯糸に囲まれた繊維が存在しない点（バスケットホール）におい
て周期的に現れる表面凹凸の振幅を求めた。
【０１６３】
　（４）像鮮明度
　ＪＩＳ　Ｋ７３７４に準拠して、写像性測定器ＩＣＭ－１Ｔ（スガ試験機社製）を用い
て、得られた透明複合シートの写像性を測定した。光学くし目幅０．１２５ｍｍにおける
像鮮明度（％）を求めた。
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　（５）光線透過率
　分光光度計ＵＶ－３１０ＰＣ（島津製作所製）を用いて、得られた透明複合シートの５
５０ｎｍにおける光線透過率を測定した。
【０１６５】
　（６）ヘイズ値
　ＪＩＳ　Ｋ７１３６に基づいて、全自動ヘーズメーターＴＣ－ＨＩＩＩＤＰＫ（東京電
色社製）を用いて、得られた透明複合シートのヘイズを測定した。
【０１６６】
　（７）引張強度
　ＪＩＳ　Ｋ７１６４に準拠して、テンシロン万能材料試験機ＲＴＣ－１３１０Ａ（オリ
エンテック社製）を用いて、得られた透明複合シートの引張強度を測定した。試験片の幅
は２５ｍｍとした。
【０１６７】
　（８）線膨張係数
　ＴＭＡ／ＥＸＳＴＡＲ６０００型熱応力歪測定装置（セイコー電子社製）を用いて、得
られた透明複合シートを３０℃から２５０℃まで１０℃／分の速度で昇温した後、１０℃
／分の速度で０℃まで冷却した。その後、再度、１０℃／分の速度で昇温し、この昇温時
の３０℃～２５０℃における平均線膨張係数を求めた。
【０１６８】
　（９）ガラス転移温度（Ｔｇ）
　ＤＶＡ－２００型粘弾性測定装置（アイティー計測制御社製）を用いて、得られた透明
複合シートを室温から３００℃まで２０℃／分の速度で昇温した後、３０℃まで冷却し、
再度、２０℃／分の速度で昇温して粘弾性特性を測定した。この２回目の昇温時における
ｔａｎδのピーク温度をガラス転移温度とした。
【０１６９】
　結果を下記の表１に示す。
【０１７０】
　下記の表１では、透明複合シートを得る際に用いた透明樹脂（ａ）とガラスクロス（ｂ
）との含有量を示した。
【０１７１】
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【表１】

【符号の説明】
【０１７２】
　　１…透明複合シート
　　１ａ…第１の面
　　１ｂ…第２の面
　　１１…積層シート
　　１２…偏光板
　　１３…粘着剤層
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　　２１…積層シート
　　３１…液晶表示素子
　　３２…液晶層

【図１】

【図２】

【図３】
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